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総務委員会行政視察報告書 

 

 令和８年２月３日（火）及び４日（水）の２日間、下記事項について、兵庫県加古

川市及び兵庫県豊岡市を行政視察しましたが、その結果は別紙のとおりです。 

 

記 

 

視 察 事 項 

兵庫県 加古川市 「見守りカメラについて」 

兵庫県 豊岡市  「スマートロックを活用した公共施設予約システムについて」 
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兵庫県加古川市 
 

○ 市勢等について 

 

１ 市 勢（令和８年２月１日現在） 

 

（１）人 口   ２５５，３６０ 人 

（２）世帯数   １２０，２３２ 世帯 

（３）面 積    １３８．４８ k㎡ 

 

２ 令和７年度一般会計当初予算 

 

歳 入 

区分  予算額（千円） 構成比（％） 

市税 ４１，３７９，８００ ４０．６０ 

地方譲与税 ６９１，２６０ ０．６８ 

利子割交付金 ２５，０００ ０．０３ 

配当割交付金 ３７０，０００ ０．３６ 

株式等譲渡所得割交付金 ２００，０００ ０．２０ 

法人事業税交付金 ５００，０００ ０．４９ 

地方消費税交付金 ６，０５０，０００ ５．９３ 

ゴルフ場利用税交付金 ２０，０００ ０．０２ 

環境性能割交付金 １１０，０００ ０．１１ 

地方特例交付金 ２９７，０２１ ０．２９ 

地方交付税 ７，１６０，０００ ７．０２ 

交通安全対策特別交付金 ４５，０００ ０．０４ 

分担金及び負担金 ４８３，３６３ ０．４８ 

使用料及び手数料 ９４９，９９１ ０．９３ 

国庫支出金 ２１，０５９，１１２ ２０．６６ 

県支出金 ８，２０５，１４９ ８．０５ 

財産収入 ３１７，８１４ ０．３１ 

寄附金 ５７４，０８０ ０．５６ 

繰入金 ４，２０３，５８７ ４．１２ 

諸収入 ２，２９９，４２３ ２．２６ 

市債 ６，９８９，４００ ６．８６ 

歳入合計 １０１，９３０，０００ １００．００ 
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歳 出 

区分  予算額（千円） 構成比（％） 

議会費 ５４０，６１３ ０．５３ 

総務費 １２，５４６，６３６ １２．３１ 

民生費 ４５，４８２，６８５ ４４．６２ 

衛生費 ７，９４１，４９３ ７．７９ 

労働費 ２２３，２６７ ０．２２ 

農林水産業費 ７６１，６０９ ０．７５ 

商工費 ２，０４９，１３１ ２．０１ 

土木費 ９，６９４，８６７ ９．５１ 

消防費 ５，０４６，９３６ ４．９５ 

教育費 ８，９７５，０５０ ８．８０ 

公債費 ８，５６７，７１３ ８．４１ 

予備費 １００，０００ ０．１０ 

歳出合計 １０１，９３０，０００ １００．０ 

 

○ 議会等について 

 

１ 常任委員会 

総務常任委員会     １０人   福祉教育常任委員会       １０人  

産業環境常任委員会   １０人    

 

２ 議会運営委員会      １１人 

         

３ 議員定数         ３１人 

 

４ 会派別 

創生加古川（１２人）、公明党議員団（６人）、かこがわ市民クラブ（５人）、 

加古川維新の会（３人）、かこがわ未来の会（３人）、無会派（２人） 



 3 

○ 見守りカメラについて 

 

１ 導入経緯について 

 

加古川市では、2016年に兵庫県内での刑法犯認知件数が増加し、2017年にはワ

ースト２位となった。このような状況の中、市民からは安全・安心に対するニー

ズが高まり、特に子供たちの登下校時の安全確保に対する要望が非常に強くなっ

ていた。また、行方不明となる認知症高齢者も増加していることが問題視された

ことがきっかけとなった。 

 

 ２ ＩＣＴを活用した安全・安心のまちづくり推進事業について 
 

（１）見守りカメラ 
市内の通学路を中心に見守りカメラを約 1,600台設置している。 

 
（２）見守りサービス 

見守りカメラには BLEタグの受信機が搭載されていて、専用のタグからビー
コンが出ており、子供や高齢者など、見守りの対象となる方がタグを持って出
歩き、カメラ付近を通過すると受信機がタグのビーコンを検知し、保護者がア
プリで位置情報を確認できるサービス。 

 
 ３ これまでの取組について 
   

2016年度 
   ・オープンミーティングの開催 

市長が市民の声を直接聞くために市内 12 会場で開催。617 名が参加し、ア
ンケートを実施した結果 523 名中 519 名から「見守りカメラや見守りサービ

スが必要」と回答があった。 
 
・市民アンケートの実施 

広報やホームページでのアンケートでも、862名から回答をもらい、850名
の方から「見守りカメラや見守りサービスが必要」と回答があった。 
 

・地元説明会の開催 
見守りカメラの設置候補場所（案）を提示し、町内会や地域住民に場所の選

定基準や今後のスケジュールを説明。 
 

・設置候補場所の選定 
町内会や PTA からの意見や要望を参考に加古川警察署や専門家のアドバイ 

スを受け、設置候補場所を選定。 
 

2017年度 
・10月から見守りカメラの設置を開始し、2018年３月までに 900台を設置 
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2018年度 

・４月から見守りサービスの運用を開始 
2019年度 
・1,475台の見守りカメラの設置を完了 

2022年度 
・AIを内蔵した高度化見守りカメラ 150台（Ⅰ型 100台、Ⅱ型 50台）を設置 

2023年度 
・AIを内蔵した高度化見守りカメラ３台（Ⅲ型）を設置 

2023年度から 2025年度 
・３年間で、高度化見守りカメラを除く約 1,500 台の見守りカメラを新しいカ
メラと交換予定 

2026年度 
・82台のカメラを増設する計画あり 

 

４ 見守りカメラについて 
 
（１）現行型見守りカメラ（約 1,500台） 

電柱の高さ 4.5メートルの位置につけており、カメラを設置していることがわ
かるようにプレートを設置し、PR することで、犯罪抑止効果が高まることを目
的としている。 

 
（２）高度化見守りカメラ（Ⅰ型 100台、Ⅱ型 50台） 

パトライトとスピーカーがついているのが特徴。80 デシベル以上の悲鳴など 
の異常な音を検知し、近くにいる人に対してパトライトやスピーカーのアナウン
スで警告し、犯罪を未然に防止する。 

Ⅱ型では、一定以上のスピードで車が歩行者に近づいたことを検知し、パトラ
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イトとスピーカーのアナウンスで歩行者へ注意を促し、交通事故を未然に防止す

る。また、人流や車流を検知することが可能で、これらのデータは市の情報連携

基盤に蓄積され、今後、これらのデータを活用して、歩行者の多い時間や方向な

どを分析することで、駅周辺の活性化やまちづくりに活用する予定。 

（３）高度化見守りカメラ（Ⅲ型３台） 

危険運転検知特化型のカメラ。信号のある交差点において、歩行者と車の巻き

込み事故を未然に防止することを目的に設置。歩行者が横断歩道を渡っていると

きに検知して、音声で注意を促す。 
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（４）プライバシーマスク適用について 

見守りカメラの映像は基本的に加古川警察署に渡しているが、肖像権やプライ

バシーの配慮から、玄関や窓、ベランダなどにはプライバシーマスクを適用し、

特定の箇所を黒く塗りつぶして撮影しないこととしている。 

 

（５）見守りカメラ設置場所について 

  犯罪学の学者や警察の助言に基づき、科学的に検討された。 

 

 STEP1 通学路（通学路＋準通学路） 約 1,000箇所 

① 通学路や学校周辺などで設置候補場所（案）870箇所を選定。 

② 刑法犯発生状況や地域団体からの要望等と市街地状況（土地利用、建物利用）

に基づき設置候補場所（案）を追加選定。 

③ 最終的に設置候補場所約 1,000箇所を選定。（1校区あたり最大 50台程度） 

 

 STEP2 通学路以外 約 400箇所 

学校周辺エリア、駅・公園周辺エリア、幹線道路等の主要交差点、 

校区間の空白エリア、通学路以外の犯罪多数エリア 

 

 STEP3 その他 約 100箇所 

   公園、駅周辺・駐輪場付近、車両（公用車ほか） 
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（６）見守りカメラの主な事業費について 

①経費                                

内容 H28 H29 H30 R4 R5 R6 

カメラ 

設置台数 
 900台 575台 

150台 

（新設３台） 
３台  

      （円） 

維持費  8,012,587 38,857,797 58,644,403 68,476,382 71,119,346 

整備費 44,820,000 276,529,997 168,412,134 313,624,300 159,041,961 296,065,609 

経費計 44,820,000 284,542,584 207,269,931 372,268,703 227,518,343 367,184,955 

 

②財源                               （円） 

内容 H28 H29 H30 R4 R5 R6 

地方創生 

推進交付金 
22,410,000 11,794,000 22,010,000    

地域活性化 

事業債 
 234,900,000 146,800,000    

デジ田交付金

※1 
   157,416,760   

新型コロナ 

交付金※2 
   157,416,380   

スマートシテ

ィ補助金※3 
    5,782,656 4,658,500 

※1 デジタル田園都市国家構想推進交付金 

※2 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

※3 スマートシティ実装化支援事業補助金 

 

（７）見守りカメラ設置の効果について 

見守りカメラの設置から約７年が経過し、市内の犯罪件数は４割減少した。こ

の間、警察に提供した見守りカメラのデータのうち、約３割が事件などの解決に

寄与したとの報告を受けている。 

 

 



 8 

 

 

５ 見守りサービスについて 

 

 見守りサービスは、加古川市と複数の民間事業者が連携して取り組む官民協働の

プロジェクトである。このサービスでは、小学校の通学路や学校周辺にタグ検知器

を設置し、各民間事業者がタグとスマートフォンアプリを提供する。 

見守り対象者は、タグを持った子供や行方不明になる恐れのある高齢者など。こ

れらの対象者が見守りカメラ付近を通過すると、カメラに内蔵されたタグ検知器が

その情報を取得し、保護者や家族に対して見守り対象者の位置情報履歴を通知する

サービス。 



 9 

加古川市の特色として、子供や高齢者の持つタグは複数の事業者３者から選択し

て利用することができる。タグを検知するという基本的な機能は同じだが、タグの

種類によって利用料金やアプリの使い勝手が異なってくる。 

 見守りカメラに内蔵された検知器だけでは検知エリアが限られるため、市の公用

車のほか、ごみ収集車などにも検知器が内蔵されている。見守りカメラ約 1,600台

のほか、公用車に約 300台、見守りアプリのダウンロードをしているスマートフォ

ン約 1,300台にも検知器が搭載されており、加古川市を細やかに網羅している。 

 

 

６ 質疑応答 

○見守りサービスについて、行方不明になった際に、現地までかけつけてくれる

サービスはあるのか。 

●そのようなサービスは提供していない。実施すると多額の費用がかかるのでは

ないかと考えている。そのため、現在はタグを持っている対象者の家族が携帯

のアプリを利用し、位置情報や履歴を確認できるだけの機能に留まっている。 

 

○タグは、どの程度の距離までカバーできるものなのか。 

●業者からの情報によれば、天候や建物の状況によってデータの受信範囲が異な

るが、一般的には約 30 メートルから 50 メートルの範囲でデータが届くと聞い

ている。 

 

〇タグを持っている子供が 50 メートル以上離れてしまうと、その位置情報はわ

からなくなるのか。 

●通学路を中心に、検知器を搭載した見守りカメラが多数設置されている。ある

地点で検知された後、次の場所でも再び検知される状況が続き、履歴が次々と

送信される仕組みなので、位置情報がわからなくなることはない。 
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〇実際に、導入の契機となったのは、子供たちの登下校時の連れ去り事件などが

あったことが、導入を進める一因となったのか。それとも、全体的な社会風潮

の中で意識が高まっていたのか。 

●小学生の女の子が殺害される事件や河川敷で死体が発見されるという事件も 

あり、それに加えて、全体的に犯罪が増加していることから、安全や安心に対

するニーズが高まっている状況が重なり、ICT を活用して地域を守る取組がで

きないかという流れとなった。 

 

〇事件があったということだが、それを契機に市がこのような取組を講じなけれ

ばならないと思ったのか、それとも、保護者のほうから声が上がったのか、ど

ちらなのか。 

●そういった声も市には届いていたのではないかと思う。ただ、市でもそういっ

た事件を受けて何かしなければならないという状況があり、導入する流れにな

ったのではないかと考える。 

 

〇加古川市では、どのような種類の犯罪が多かったのか、また、刑法犯の認知件

数が増加し、2017年には県内ワースト２位という結果を受けて、どのように分

析されて導入に至ったのか。 

●自転車盗が一番多い。細かい分析はしていないが、抑止効果として、カメラが

効果的ではないかということとなった。 

 

〇加古川駅周辺の中心地域において、都市部の犯罪をターゲットとして見守りカ

メラの設置が行われているのか、それとも全市的に設置しているのか。また優

先順位はどのように決められているのか。 

●人口比率ではなく通学路を中心に設置している。ただし、高度化見守りカメラ

については、犯罪をさらに抑止することを目的に設置しているため、設置の多

くは駅前を中心に行われている。 

 

〇小学生で見守りサービスを登録している割合はどの程度か。 

●２割程度。小学 1年生だけを対象にした無料サービスキャンペーンを実施して

いるが、利用していない方が多い。その理由として、児童クラブに入っている

ため、保護者が迎えに行くので、特に必要性はないということが挙げられる。 

 

〇今後の課題があれば教えてほしい。 

●費用面に関してが、一番の課題。令和５年度から令和７年度にかけて 1,500台

を更新したが、初めのときのように補助金が使えなかったため、全て一般財源

での支出となり、更新費用が最も大きな課題だと感じた。 
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〇加古川市のように整備を進める場合、こういった点を最初に決めておくことが

重要だとか、設置時にはどのような点に注意すればよいのかなど、具体的なア

ドバイスがあればきかせてほしい。 

●費用面では、維持管理費や更新費用が多額となるため、本当に必要なものなの

か見極める必要がある。また、見守りサービスを導入する場合、さらに費用が

高くなるため、どの程度のニーズがあるのか、その当たりを調査する必要があ

る。 

 

〇プライバシーの関係で黒塗りの部分があるが、カメラ設置にあたっては市民の

方からの問い合わせなどはあったか。 

●そんなに多くはなかった。カメラの画角を公表していないため、自宅の近くに

カメラが設置されている方については、「ずっと監視されているのではないか」

という問い合わせがあったが、プライバシーマークについて説明し、納得して

いただいている状況である。 

 

〇設置する場所について、近隣住民の同意を得て設置したのか。それとも市が単

独で進めたのか。 

●設置場所を決定する前に、候補地の案を町内会長に示している。町内会長への

案内と確認をもって、その町内については基本的に同意を得たとして進めてい

る。 

 

〇対策のために、様々なところにカメラを設置してほしいという要望があると思

うが、そのような要望に対して、市としての考え方はどうなっているのか。 

●基本的には、今の設置位置はよほどのことがない限り変える方針はないが、そ

ういった問い合わせはよくある。また、町内会の中でのカメラの移設であれば、

警察の了承が得られれば、移設することもある。移設が難しい場合には、町内

会が設置する防犯カメラに対して補助金を出す制度もあるので、そういった制

度の案内を行っている。 

 

７ 委員会所感 
 

加古川市の見守りカメラ・ICT 見守りサービス事業は、犯罪認知件数の多さや、

具体的な事件を契機に、交付金措置・自主財源ともに大きな費用をかけて実施して

おり、市民の安心・安全をわかりやすく具現化している点が評価できる。見守りカ

メラの設置にあたっては、場所や目的に合わせてカメラの機能を考慮しており、オ

ープンミーティングや町内会・PTA・警察・専門家への意見聴取を通じてまち全体で

防犯への意識を高める機運としつつのハード整備となっている点も、事業の有効性

を高めていると感じる。 

一方で、両事業には刑法犯の抑止、子供・高齢者の見守り、犯罪発生後の捜査へ

の寄与など複数の趣旨があり、それぞれについて的を絞って効果を検証するには課



 12 

題が残っているようだ。刑法犯認知件数は全国的に減少傾向にあり、加古川市で特

に多い自転車盗については両事業が直接影響することは少なく、効果も限られてい

る壁が垣間見えた。 

見守りカメラ・ICT 見守りサービス事業は、市民の安心・安全を求める声に応え

る手段として一つの重大な選択肢となるが、莫大な初期投資・維持費用を必要とす

ることから、江南市において同様の実施が適当だと直ちに断ずることはできない。

市民を取り巻く治安状況がどうなっているのか、統計やアンケートを活用した実態

把握に努め、趣旨を明確にした上で、ハード面だけでなく市民意識の高揚などソフ

ト面を巻き込んだ事業実施を検討していくべきだろう。 

 

 



 13 

兵庫県豊岡市 
 

○ 市勢等について 

 

１ 市 勢（令和８年２月１日現在） 

 

（１）人 口    ７３，６０８ 人 

（２）世帯数    ３３，６０３ 世帯 

（３）面 積    ６９７．５５ k㎡ 

 

２ 令和７年度一般会計当初予算 

 

歳 入 

区分  予算額（千円） 構成比（％） 

市税 ９，７２９，９２３ １９．０ 

地方譲与税 ４６０，５４７ ０．９ 

利子割交付金 １５，４６７ ０．０ 

配当割交付金 ９２，２８２ ０．２ 

株式等譲渡所得割交付金 １１９，３５４ ０．３ 

法人事業税交付金 １９４，９５５ ０．４ 

地方消費税交付金 １，９６１，１１１ ３．８ 

ゴルフ場利用税交付金 ９，９３２ ０．０ 

環境性能割交付金 １０２，２７１ ０．２ 

地方特例交付金 ５８，７９５ ０．１ 

地方交付税 １７，４００，０００ ３４．０ 

交通安全対策特別交付金 ７，８５４ ０．０ 

分担金及び負担金 １４７，６６４ ０．３ 

使用料及び手数料 ７１０，４１６ １．４ 

国庫支出金 ６，２０１，８９８ １２．１ 

県支出金 ３，２４０，９９９ ６．３ 

財産収入 １２５，７６４ ０．３ 

寄附金 １，５４４，２００ ３．０ 

繰入金 ２，９２１，４２９ ５．７ 

繰越金 １ ０．０ 

諸収入 ２，０３７，７３８ ４．０ 

市債 ４，０９７，４００ ８．０ 

歳入合計 ５１，１８０，０００ １００．０ 
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歳 出 

区分  予算額（千円） 構成比（％） 

議会費 ２６１，５４９ ０．５ 

総務費 ８，８１９，０７２ １７．２ 

民生費 １５，１７４，８１６ ２９．７ 

衛生費 ５，５２５，９９５ １０．８ 

労働費 ４３，５２５ ０．１ 

農林水産業費 １，５９８，２３２ ３．１ 

商工費 １，５５３，４１３ ３．０ 

土木費 ５，４７９，４７４ １０．７ 

消防費 ２，０７２，２９２ ４．１ 

教育費 ５，２７２，４２７ １０．３ 

公債費 ５，２９４，２０５ １０．３ 

諸支出金 ４５，０００ ０．１ 

予備費 ４０，０００ ０．１ 

歳出合計 ５１，１８０，０００ １００．０ 

 

○ 議会等について 

 

１ 常任委員会 

総務委員会     ７人  文教民生委員会   ７人  

建設経済委員会   ７人  予算決算委員会  ２１人 

  

２ 議会運営委員会         ８人 

 

 ３ 特別委員会 

    議会広報広聴特別委員会       ７人 

    人口減少対策調査特別委員会     ７人 

    防災対策調査特別委員会       ７人 

         

４ 議員定数       ２２人 

 

５ 会派別 

豊義会（10人）、令和とよおかクラブ（５人）、 

とよおか未来創生（３人）、豊岡市議会公明党（２人）、 

日本共産党豊岡市会議員団（１人）、みどり（１人） 
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○ スマートロックを活用した公共施設予約システムについて 

 

１ 導入の背景について 

2024年度からの５年間を取組期間とする「第５次豊岡市行財政改革大綱」を策

定した。大綱の基本的な考え方は、単にコストを抑制することだけではなく、市

民生活の利便性との両立を図るという思想に基づいてる。その一環として、デジ

タル社会を前提とした市役所の実現を掲げている。 

豊岡市は、都市部に比べて民間施設が少なく、人々が集まる施設や運動施設の

公共依存度が非常に高い状況にある。その中で、公共施設は使い勝手が悪く、特

に働く世代や若い世代が気軽に集い、体を動かす機会を提供できていないという

課題があった。 

 

（１）具体的な課題 

①空き状況がリアルタイムに公開されておらず、予約方法が書面に限られている。

②受付は日中の施設開館時間(９～17時)に限定されているため、働く世代は仕事 

 を休んで、空き状況の確認、予約のために施設に行く必要がある。 

③支払い方法が現金のみに限られており、キャッシュレス決済比率が高い若者世

代の利用の妨げとなっている。 

④夜間や休日など、施設管理者が不在の際は、利用者は事前に鍵を受取り、後日

返却に行く必要がある。 

 

 ２ 機能について 
 

（１）システムの機能 

①スマートフォン等からいつでも施設の空き状況の確認、予約、変更ができる
ので、気軽に公共施設を利用できる。 

②様々な決済手段を用意することで、若い世代でも不自由なく利用できる。 
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（２）電子錠の機能 

①鍵管理をデジタルに置き換えることで、スムーズな施設利用を可能にすると
ともに、無人施設でも安心、安全に施設が利用できる。 

②扉のサムターン部分に機械を取り付けており、鍵の開閉はこのサムターンを
回すという仕組みになっている。この機械は IC カードリーダーとして機能
しており、スマートフォンと Bluetoothで通信し、スマートフォンをかざす
ことで、扉の開閉が可能となる仕組みである。 

 
（３）電子錠が機能しない場合の代替手段 
   電池で動作するため、停電が発生しても影響を受けない電池式のシステムで

ある。また、ネットワークが不通の際にも対応できるように設計されている。 
 

① 管理者 
IC カードは Bluetooth を使用して通信しているので、仮にインターネット

接続が失われた状態でも扉を開けることが可能。サムターン部分に機械を取
り付けているため、物理鍵も使用できる。また専用のアプリがあり、Bluetooth
で通信を行うため、インターネット接続がなくても引き続き使用できる。管
理者画面はインターネット経由で操作する必要があるので、この場合はイン
ターネット接続がないと開けることはできない。 
② 利用者 

普段は URL 鍵という方式で開錠・施錠を行う。利用者が予約し、その後管
理者によって承認されるとメールが届き、その中に記載された URL にアクセ
スすると扉の開閉画面が表示され、扉を開錠・施錠できる。ただし、この操作
はインターネット経由で行うため、接続がない場合には URL 鍵では開錠・施
錠はできない。その際には各施設から ICカードを受け取って操作することと
なる。 
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３ 導入施設について                       （件） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 費用について                        （千円） 

デジタル田園都市国家構想交付金を活用しており、2024 年度から 2026 年度ま

での運用費用を含めた形で半分はこの交付金で賄っている。このため、2025年度

と 2026 年度の保守費用は 2024 年度に支払われることになり、その結果として非

常に少額となっている。特に 2025年度については、決済手数料のみである。 

また、新たにコールセンターを設置する計画があり、2026年度の予算で考慮さ

れている。 

  

５ 導入効果について 
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（１）オンライン予約 

施設によって、オンライン予約の利用状況には非常に大きな差が見られる。

特に学校施設では、オンライン予約の割合が高い。利用者の多くが子育て世代

であり、自然とオンラインでの予約が普及しているからと考える。 

一方で、体育施設ではオンライン予約の割合が低く、高齢者の利用が多いこ

とが影響している。また、コミュニティセンターでも高齢者が主な利用者だが、

全体としてオンライン予約を推奨しているため、半数以上の方々がオンライン

で予約を行っている。しかしながら、交流施設に関してはまだ約３分の１程度

しかオンライン予約が活用されていない状況である。 

 

（２）オンライン決済 

実際に利用した方々の中でクレジットカードやコンビニ決済を利用した割合は

低く、高いところでも３割に達していない。この背景には、団体での利用が圧倒

的に多く、その団体のクレジットカードを持つ人が少ないということがある。そ

の結果として個人がクレジットカード決済を行い、その金額を集める形になって

しまうため、オンライン決済の普及が進みにくいという現状にある。 

今後はバーコード決済など様々な決済方法を追加することで、徐々にオンライ

ン決済が拡大していくことを期待している。 

 

６ 導入後の感想（管理者）について 
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７ 今後の改善点と課題について 

 

管理者画面や利用者画面において、高齢者にとって使いにくい部分が多々存在し

ている。また、豊岡市の料金体系は非常に複雑であり、システムとの整合性が取れ

ていない部分もあるので、事業者と協力しながら料金体系とシステムの両面から改

善を図る必要があると考えている。 

また、現在の予約システムは様々な用途に活用できるため、単なる施設予約だけ

でなく、多様な予約業務にもこのシステムを適用していきたいと考えている。 

 

８ 質疑応答 

○コールセンターを設置するとのことだが、直営で行われるのか、それとも委託

で行われるのか。 

●システム導入後、特にコミュニティセンターでの電子錠のトラブルや、利用方

法についての問い合わせも多かったため設置する予定であり、委託により、24

時間対応してもらえる内容である。 

 

〇導入施設の一覧には、小中学校が 30施設と記載されていたが、これは小中学校

の数が 30という意味なのか。 

●小中学校の数は 29 で、基本的に貸館として利用されているのは体育館に限ら

れている。中には、体育館に併設された器具庫にも電子錠が設置されている学

校もあり、統廃合が予定されている学校には設置していない。 

 

〇導入の背景として、若い世代や働く世代が公共施設を利用する際の利便性が低

い、または障壁があるとのことだったが、実際にこの事業を実施していく中で、

効果の検証として、利用率が上がったり、利便性が向上したという結果はある

のか。 

●予約システムの導入により、集計方法が変わったため、以前のアナログ集計と

の比較は難しい状況である。また、年齢層の比較も困難。定量的な比較はでき

ていないが、予約システム導入後に施設を利用するようになったという声もあ

るので、定性的な評価としては、利用者は増えたと感じている。 

 

〇団体の利用や比較的高齢の方々の利用が公共施設には多く、その状況は今もあ

まり変わっておらず、これまでの公共施設は、交流という点を重視してきた。

一方で、利便性の向上やデジタル化の重要性についても理解できるが、このデ

ジタル化を進めようとする動きは、今までのターゲットを完全に変えるわけで

はないのに、議会や市民へはどのような説明を経て、こうした勢いが生まれた

のか。 
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●従来通り、紙や電話での申請方法を残しつつ、新たに予約システムを導入した。 

このため、従来の方法が好ましい方、対面でのコミュニケーションを取りたい

方には、従来の方法がある。新たな層の発掘としてオンライン予約という方法

を追加したため、今まで施設に行くのが難しかった方々については、新たに機

会が提供され、市民の利便性が向上するという点を議会には説明した。 

 

〇電子錠について、市民はスマートフォンを操作するのか、それとも ICカードを

利用するのか、具体的な仕組みを教えてほしい。 

●予約を行うと、管理者がその内容を承認し、スマートフォンに URL が送信され

る。この URLをタップすると、「開ける」や「閉める」といったボタンが表示さ

れ、ドアの開閉が可能となる。例えば９時から 12時までの予約の場合だと、そ

の前後 30 分を含めた時間（８時半～12 時半）のみ、ドアの開閉をすることが

できる設定になっている。従来通りの方法で予約された方には URL は送信され

ないので、利用者は管理者から ICカードを受け取る方法となる。また、この IC

カードには履歴機能があり、いつドアを開閉したかも記録されている。もし返

却されない場合、その IC カードを無効化することも可能なため、物理鍵より

も、安全性が高い。 

 

〇夜間に公共施設を利用する際には、施設近隣の市民が鍵の管理を行い、施錠や

内部の状況確認をしているという市町もあるが、デジタル化されて、このよう

な管理に関する問題は、どのようにしているのか。 

●多くの施設が無人となる。夜間はオートロック機能が作動するため、万が一鍵

を閉め忘れた場合でも、施設が開いたままの状態になることはない。なお、各

施設には紙のチェックリストが用意されており、利用後にはチェック項目を確

認している。また、もし備品に破損があった場合は、利用者から各施設の管理

者へ連絡してもらう流れになっている。 

 

〇予約システムを導入したが、すべての業務が一斉にオンラインに移行するわけ

ではなく、依然として過去のアナログ部分が残っているため、業務が増えたと

冒頭で説明があったが、現状はどのようになっているのか。 

●利用者側は、これまで通りの方法でも予約を行うことが可能だが、管理者側は、

すべての紙台帳がシステムに統合されたため、やり方を変更せざるを得ない状

況にある。DX を進める際には、新しいツールの導入を検討する必要があるが、

その際には最初はアナログとデジタルの併用が求められることが多い。どんな

ツールでも、このような課題が存在することを実感している。 

 

〇施設の予約は何時間単位で行うことができるのか。 
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●午前、午後、夜間という枠が設定されていて、午前の枠は９時から 12 時まで、

午後の枠は 13 時から 17 時まで、そして夜間の枠は 18 時から 22時までとなっ

ている。また、一部の予約では 1時間単位での利用も可能となっている。 

 

〇１時間単位で予約可能な施設は、どの程度あるのか。 

●まだ２、３施設。施設予約以外の利用の仕方で、税の申告相談予約については、

30分単位で可能としている。 

 

〇様々な種類の電子錠があるが、今回導入した機種を選んだ理由は何か。 

●予約システムと電子錠をセットとしてプロポーザルを実施し、導入費用が安く、

豊岡市が求めるすべての施設に対して予算内で導入することが可能であったた

め。 

 

〇電子錠は電池で動作するが、その電池の寿命はどのくらいなのか。また、管理

が面倒だと感じることはないのか。 

●おおよそ１年ほどの寿命であるが、使用頻度や設置環境によって電池の残量が

急激に減少することもある。提供元の事業者は電池の残量を把握しており、残

量が減少すると自動的に各施設へ通知が送られる仕組みになっている。そのた

め、管理者は通知が届いたときに、電池交換をすることになる。 

 

〇予約システムにマイナンバーカードを連携させることはやっているのか。 

●本人認証アプリ「xID（クロスアイディー）」と連携し、利用者登録ができる仕

組みとなっている。 

 

〇行政のスリム化や業務の効率化は、これからの時代において絶対に必要なこと

であるが、一方では業務負担が増加しているという現実もある。そうした中で、

今回の取組について、成果指標をどのように設けて、どのように評価していく

のか。 

●デジタル化の波が押し寄せており、力技で進めているが、現状では確実に負荷

がかかっている。しかし、この負荷を乗り越えなければ先はない。そのため現

在は少々無理をして取り組んでいる状況。このような中で、どのような評価基

準を設けるべきか、悩んでいる。 

 

９ 委員会所感 
 

豊岡市は「第５次行財政改革大綱」を基に DXに注力しており、江南市の 20倍も

の市域を有する背景・より顕著な少子高齢化への懸念もあり、コスト抑制と市民の

利便性向上を両立することを方針に位置付けている。その究極として「来庁しなく

てもよい市役所・公共施設」を目指していることが、今回の視察内容であるスマー

トロックを活用した公共施設予約システム事業の推進に大きく影響していること
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が示された。 

スマートロックは、物理鍵との両立により、アナログの利便性を損なわずに新た

な手法を導入できており、トラブル時の対応に課題はあるものの、時代を見据えた

有意な取組となっている。他方で、オンライン上の予約システムについては決済手

段のオンライン化が積み残され、予約時間や減免制度の整理など既存の枠組みを総

合的に見直す必要があり、効果を実感するに至るには解決しなければならない課題

が多いようである。加えて、肝心の事務効率の向上については、デジタルとアナロ

グの過渡期であることも踏まえ評価が二分されている。 

江南市においては、スマートロックの導入は施設ごとにも実施できる事業である

が、市として総合的に推進するか、管理者ごとの判断に委ねるかの精査が必要とな

るだろう。また、予約システムについては対面・オンライン以前に制度の複雑さ、

新規・個人利用者の利便性の低さがかねてから指摘されており、その整理から取り

組む必要がある。さらに、県が整備したシステムを使っていることも「改革しない」

理由となってしまっていることから、独自システムが必要であるかどうか、負担や

効果を慎重に検討することから始めるべきだと感じた。 


